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令和７年度地域包括支援センター事業報告について 
 

 

 

 

地域包括支援センターでは、介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）における介護予防ケ

アマネジメント事業及び地域リハビリテーション活動支援事業、包括的支援事業（総合相談支援事

業、権利擁護事業、包括的・継続的ケアマネジメント支援事業）、包括的支援事業の重点事業（認

知症総合支援事業、地域ケア会議推進事業）並びに指定介護予防支援事業を実施した。 

また、地域包括支援センターの適切な運営、公正・中立性の確保その他センターの円滑な運営を図

るために地域包括支援センター運営協議会を設置しており、令和７年度は地域密着型サービス運営委

員会と同日に 3回の会議を開催した。 

 

○地域包括支援センター設置数 14か所(直営5か所、委託9か所) 

                         (R8.3.31時点) 

圏域 センター名 担当地区 

中部 中部 * 夏見、高根・金杉 

新高根・芝山、高根台 新高根・芝山、高根台 

東部 東部 * 二宮・飯山満、薬円台 

前原 前原 

三山・田喜野井 三山・田喜野井 

習志野台 習志野台 

西部 西部 * 葛飾、中山 

塚田 塚田 

法典 

藤原サブセンター    

法典 

南部 南部 * 湊町、海神 

宮本・本町 宮本、本町 

北部 北部 * 三咲、松が丘、大穴 

二和・八木が谷 二和、八木が谷 

豊富・坪井 

小室サブセンター       

豊富、坪井 

  ※令和7年5月1日に法典地域包括支援センター藤原サブセンターを設置した。 

  *で示しているセンターは直営型センター 

 

 

 

○地域包括支援センター運営協議会実績 

開催日 議事 

第 1回 

R7.5.8 

(1)介護予防給付及び総合事業に係るケアマネジメント業務の委託について 

(2)令和 6年度地域包括支援センター事業報告について 

(3)令和 7年度地域包括支援センター事業計画及び収支予算について 

(4)地域包括支援センター運営協議会設置要綱の一部改正について 

(5)船橋市地域包括支援センターの職員に係る基準等を定める条例の運用基

準について 

(6)地域包括支援センターの常勤換算による職員配置実施希望届出書の提出

について 

資料２ 
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第 2回 

R7.8.21 

(1)介護予防給付及び総合事業に係るケアマネジメント業務の委託について 

(2)令和 6年度在宅介護支援センター事業報告について 

(3)令和 6年度委託型地域包括支援センター事業報告について 

(第 4四半期終了時) 

(4) 地域包括支援センターの事業報告について（豊富・坪井地域包括支援セ

ンター） 

第 3回 

R8.1.22 

(1)介護予防給付及び総合事業に係るケアマネジメント業務の委託について 

(2)令和 7年度委託型地域包括支援センター事業評価について 

(第 3四半期終了時) 

(3)地域包括支援センター事業評価方法の改正について 

(4)令和 8年度地域包括支援センターの重点事業について 

(5)令和 6年度地域包括支援センター事業報告及び収支決算について 

 

１．介護予防ケアマネジメント事業（第１号介護予防支援事業） 

平成 28 年 3 月 1 日付けで介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）を開始し、各地域包括支

援センターでは、要支援 1、2 と認定された者及び介護予防・生活支援サービス事業対象者（事業対

象者）に対する介護予防ケアマネジメントを実施した。また、その業務の一部を指定居宅介護支援事

業所に委託して実施した。 

なお、委託料は、1 件につき 1か月 4,791 円、初回加算分は 3,252 円、委託連携加算は 3,252円で

ある。 

また、各地域包括支援センター及び各在宅介護支援センターを基本チェックリストの実施機関とし

て位置づけ、総合相談支援のなかで、必要に応じて基本チェックリストを実施し、事業対象者である

かの判定を行った。 

 

（１）基本チェックリストの実施 

○新規受付 

 R5年度 R6年度 R7年度 

a.地域包括支援センター実施 8件 16件 11件 

うち事業対象者該当 7件 14件 10件 

該当率 87.5％ 87.5％ 91.0％ 

b.在宅介護支援センター実施 0件 2件 0件 

 うち事業対象者該当 0件 2件 0件 

該当率 - 100％ - 

合計 a＋b 8件 18件 11件 

うち事業対象者該当 7件 16件 10件 

該当率 87.5％ 88.9％ 91.0％ 

 

○認定期間満了者 
 R5年度 R6年度 R7年度 

a.地域包括支援センター実施 2件 9件 0件 

うち事業対象者該当 2件 9件 0件 

該当率 100％ 100％ - 

b.居宅介護支援事業所実施 0件 0件 2件 

 うち事業対象者該当 0件 0件 1件 

該当率 - - 50.0％ 

合計 a＋b 2件 9件 2件 

うち事業対象者該当 2件 9件 1件 

該当率 100％ 100％ 50.0％ 
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（２）介護予防ケアマネジメント 

○実績 

 R5年度 R6年度 R7年度 

介護予防ケアマネジメント件数 22,764件 22,237件 22,124件 

うち委託した数 14,354件  13,276件  13,123件  

委託率 63.1％ 59.7％ 59.3％ 

 

○センター別内訳（直営地域包括支援センター） 

 中部 東部 西部 南部 北部 計 

介護予防ケアマネジメント件数 1,972件 1,618件 1,472件 1,283件 2,196件 8,541件 

うち委託した数 958件 612件 526件 373件 996件 3,465件 

委託率 48.6％ 37.8％ 35.7％ 29.1％ 45.4％ 40.6％ 

 

○センター別内訳（委託地域包括支援センター） 

 新高根・芝

山、高根台 
前原 

三山・ 

田喜野井 
習志野台 塚田 

介護予防ケアマネジメント件数 2,068件 1,063件 1,278件 1,624件 1,486件 

うち委託した数 1,636件 797件 1,122件 1,416件 785件 

委託率 79.1% 75.0% 87.8% 87.2% 52.8% 

 

 

 
法典 

宮本・本

町 

二和・ 

八木が谷 
豊富・坪井 計 

介護予防ケアマネジメント件数 2,421件 1,390件 1,723件 530件 13,583件 

うち委託した数 1,446件 1,026件 1,044件 386件 9,658件 

委託率 59.7% 73.8% 60.6% 72.8% 71.1% 

 

（３）地域リハビリテーション活動支援事業（介護予防ケアマネジメント） 

  介護予防ケアマネジメントにおいて、心身機能を正しく評価した上で、対象者のニーズに合わ

せた適切かつ多様なサービスの提供によって、地域とのつながりを維持するなど、自立支援に資

するケアマネジメントの強化を図ることを目的とし、理学療法士、作業療法士等のリハビリテー

ション専門職がケアマネジャーの居宅訪問時に同行し、自立支援に資する必要な助言等を行っ

た。令和７年10月より管理栄養士が事業に参加した。 

併せて、サービス提供事業所等の専門職を対象とした自立支援ケアマネジメントの推進を図る

研修会についても、本年度については下記のとおり開催をした。 

 

○リハビリテーション専門職の同行訪問実績 

 R5年度 R6年度 R7年度 

事例数 28事例 18事例 12事例 

訪問回数 31回 19回 12回 

 

○自立支援ケアマネジメント研修会 

  

 
 
 

開催日 研修内容 

令和８年３月３日(火) 「みんなで取り組もう地域課題」 ～地域を知り、地域

の課題に向き合う～ 
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２．包括的支援事業 
（１）総合相談支援事業 

 ①総合相談支援事業 

   地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくことができるよ

う、地域における関係者とのネットワークを構築するとともに、高齢者の心身の状況や生活の

実態、必要な支援等を広く把握し、相談を受け、地域における適切な保健・医療・福祉サービ

ス、機関又は制度の利用につなげる等の支援を行った。 

 

○相談件数（延べ件数） 

内 容 R5年度 R6年度 R7年度 

介護保険その他保健福祉サービス 70,161件 78,276件 76,000件 

権利擁護（成年後見制度等） 3,854件 4,973件 5,393件 

高齢者虐待 5,231件 4,851件 6,560件 

合 計 79,246件 88,100件 87,953件 

 

○センター別内訳（直営地域包括支援センター） 

内 容 中部 東部 西部 南部 北部 計 

介護保険その他保健福祉サービス 3,599件 1,621件 2,285件 10,274件 3,617件 21,396 件 

権利擁護（成年後見制度等） 197件 161件 142件 1,018件 388件 1,906件 

高齢者虐待 330件 553件 127件 1,333件 291件 2,634件 

合 計 4,126件 2,335件 2,554件 12,625 件 4,296件 25,936 件 

 

 ○センター別内訳（委託地域包括支援センター） 

内 容 
新高根・芝

山、高根台 
前原 

三山・ 

田喜野井 
習志野台 塚田 

介護保険その他保健福祉サービス 8,166件 2,037件 6,464件 15,520件 4,229件 

権利擁護（成年後見制度等） 340件 65件 99件 1,328件 129件 

高齢者虐待 1,171件 161件 122件 1,113件 248件 

合 計 9,677件 2,263件 6,685件 17,961件 4,606件 
 
 

内 容 法典 
宮本・ 

本町 

二和・ 

八木が谷 

豊富・ 

坪井 
計 

介護保険その他保健福祉サービス 3,252件 7,294件 3,699件 3,943件 54,604件 

権利擁護（成年後見制度等） 215件 144件 417件 750件 3,487件 

高齢者虐待 74件 377件 266件 394件 3,926件 

合 計 3,541件 7,815件 4,382件 5,087件 62,017件 
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②在宅介護支援センター運営事業 

在宅介護支援センターは、市内に 15 か所、民間事業者への委託により設置しており、地域包

括支援センターの「協働機関」として、地域における身近な相談窓口としての役割を担っている。 

当初は、各地区コミュニティに１か所ずつ（計 24か所）設置していたが、高齢者人口、面積及

び直営センターの設置場所等を考慮し、平成 23 年 4 月以降、在宅介護支援センターを機能強化

し、地域包括支援センターへの移行を図っている。 

 

また、平成 26 年度末までは在宅介護支援センターを地域包括支援センターの協力機関（ブラ

ンチ）として位置づけていたが、平成 27 年度以降、地域包括支援センターと協働して個別支援

を行う「協働機関」として位置づけ、全ての在宅介護支援センターに専従・常勤の職員を配置し

た。 

さらに、平成 28 年 3 月付けで総合事業を開始したことに伴い、介護予防・生活支援サービス

事業対象者を判定するための基本チェックリストを在宅介護支援センターで実施できる体制を

整えるため、新たに 1名兼務による職員配置を行い、支援体制の更なる強化を図った。 

 

○相談件数 

 R5年度 R6年度 R7年度 

相談件数（延べ） 17,353件 18,710件 16,524件 

 

○日常生活圏域別相談件数 

内 容 中部 東部 西部 南部 北部 計 

在宅介護支援センター設置数 3か所 2か所 2か所 3か所 5か所 15か所 

相談件数（延べ） 3,139件 2,501件 1,909件 2,442件 6,533件 16,524件 

 

③相談協力員研修事業 

地域包括支援センター及び在宅介護支援センターの相談協力員としての役割を果たしている

民生委員等を対象に、在宅介護に関する知識の普及のための研修会を 1回開催した。 

   

○実績 

 R5年度 R6年度 R7年度 

開催回数 1回 1回 1回 

参加者数 269人 224人 216人 

 

④介護者向け講習会事業 

要介護者等を介護する家族を対象に、在宅介護の知識や心構え、具体的な介助の方法などを習

得してもらい、介護力の向上及び介護負担の軽減を図ることを目的に、講習会を開催した。 

 

○実績 

 R5年度 R6年度 R7年度 

開催回数 3回 3回 3回 

参加者数 46人 38人 47人 

※ 3地域（日常生活圏域）（西部公民館・東部公民館・県船橋合同庁舎）にて開催した。 
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（２）権利擁護事業 

①高齢者虐待防止関係 

高齢者虐待の予防と早期発見・早期対応・再発防止を図るため、また「認知症初期集中支援チ

ーム」の適切、公正かつ中立な運営を確保するため、高齢者虐待防止等ネットワーク運営委員会

を１回、対面にて開催した。また、同運営委員会の所管事務に関する調査・研究を行うため、高

齢者虐待防止等ネットワーク担当者会議を 6回、対面にて開催した。 

○高齢者虐待防止等ネットワーク運営委員会実績 

 

 

○高齢者虐待防止等ネットワーク担当者会議実績 

 R5年度 R6年度 R7年度 

開催回数 6回 6回 6回 

臨時会開催数 8回 5回 3回 

検討事例数 20事例 20事例 10事例 

○高齢者虐待防止研修会実績 

 

②成年後見制度の活用促進 

   認知症高齢者で成年後見制度の利用が必要と認められる際、調査を行い、成年後見制度の申立

てを行える親族がいないと思われる、もしくは、親族がいても申立てを行う意向がないと確認さ

れる場合に市長申立てにつなげる。 

  ○実績 

件数 R5年度 R6年度 R7年度 

新規調査 29件 25件 33件 

類

型 

後見 26件 23件 20件 

保佐 １件  1件 2件 

補助 0件  0件 0件 

合計 27件 24件 22件 

※死亡等による調査終了などがあるため、新規調査件数と合計はかならずしも一致はしない。 

 

 

 

 

 

開催日 議事 

R7.6.5 

① 令和 6年度高齢者虐待通報・対応状況について 

② 認知症初期集中支援チームについて 

③ 高齢者虐待対応及び認知症施策等に係る令和 6 年度事業実績及

び令和 7年度事業計画について 

④ 令和 7年度船橋市地域ケア会議開催計画について 

開催日 研修内容 

令和 7年 10月 30日(木) 「高齢者虐待～支援のコツと援助者のメンタルヘルス」 

令和 8年 1月 26日(月) 「セルフネグレクト～支援を拒否する人への支援とは～」 
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（３）包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 

地域の高齢者が住み慣れた地域で暮らすことができるよう、包括的・継続的なケア体制の構築、

地域における介護支援専門員のネットワークの構築・活用、介護支援専門員に対する日常的個別指

導・相談、地域の介護支援専門員が抱える支援困難事例等への指導・助言を行った。 

 

①介護支援専門員研修事業 

令和 7年度は、船橋市介護支援専門員協議会との共催により介護支援専門員研修、主任介護支

援専門員研修を開催した。本年度は参集での研修を開催した。 

また、知識や能力を高め、主任介護支援専門員同士のネットワーク構築及び介護支援専門員が

主体的に利用者への援助を行うことが出来るよう、各圏域にて「主任介護支援専門員地区研修会」

を開催した。 

 

○介護支援専門員研修会実績 

回数 開催日 研修内容 

第１回 令和 7年 5月 14日(水) 「身寄りなし高齢者の権利擁護とケアマネジメ

ントの実践」～シャドウワークを考えよう～ 

 

○主任介護支援専門員研修会実績 

回数 開催日 研修内容 

第１回 令和 7年 12月 1日(月) 「地域でつながる主任介護支援専門員の役割」 

～課題を通じてやりがいを再発見する～ 

 

〇主任介護支援専門員地区研修会 

圏域 開催日 研修内容 

中部 令和 8年 2月 13日（金） 「虐待事例を通してケアマネジャーが陥りやす

いポイントについて学ぼう」 南部 

東部 令和 7年 6月 11日（水） 「虐待事例を通してケアマネジャーが陥りや

すいポイントについて学ぼう」 

西部 令和 7年 6月 24日（火） 「高齢者の特徴と食べること～栄養の視点を

身につけよう～」 

北部 令和 7年 7月 14日（月） 「在宅介護の現場における暴力・ハラスメント

について」 

 

②介護支援専門員支援事業 

地域における個々の介護支援専門員を支援するため、各地域包括支援センターの主任介護支援

専門員等が相談窓口となり、関係機関との連絡調整や指導・助言を行った。 

   ○介護支援専門員相談実績 

相談内容 R5年度 R6年度 R7年度 

ケアマネジメント 407件  587件  416件  

個人の悩み事相談 20件  32件  41件  

高齢者虐待 93件  60件  65件  

困難ケース（虐待以外） 287件  273件  172件  

対人援助技術 37件  36件  8件  

制度説明・その他 370件  401件  340件  

合 計 1,214件  1,389件  1,042件  



8 

 

 

 

（４）認知症総合支援事業 

 ①認知症初期集中支援チーム 

認知症の早期発見・早期対応のために、認知症の疑われる人やその家族を訪問し、医師の指導

の下、地域包括支援センターの保健師等、複数の専門職が専門性を活かしながら、チームとして

支援した。 

なお、平成 28年度は、モデル事業として西部地域包括支援センター内に設置、平成 29年度は

3か所の直営地域包括支援センターにチームを設置し、市内全域に対象を拡大し実施した。 

平成 30 年度から 5 か所全ての直営地域包括支援センターに担当チームを設置し、継続した事

業として、圏域ごとに対応できる支援体制を構築している。 

 

 

②認知症地域支援推進員 

認知症の人ができる限り住み慣れた環境で暮らし続けることができるよう、地域の実情に応じ

て、関係機関との連携支援や、認知症に関する事業の企画立案等を行う認知症地域支援推進員を

各地域包括支援センターに兼務で配置している。令和 7 年度は新たに 5 名の職員が研修を受け、

配置を行った。 

 

 ③認知症高齢者徘徊模擬訓練 

   地域の見守りと支え合い体制の推進を図るため、各地域包括支援センターの認知症地域支援推

進員が中心となり、地域と協働しながら「認知症高齢者徘徊模擬訓練」を行った。 

地域ケア会議を主体として組織した実行委員会により平成 28 年度から行ってきたが、令和 4

年度に市内全 24 地区コミュニティの訓練を完了したため、令和 5 年度からは全て自主開催とな

っている。 

なお、令和 8年度より「認知症見守り声かけ体験」へ事業名称を変更している。 

 

 〇実績    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区名 実施日時 実施場所 参加者数 

習志野台地区（自主開催） 令和 7年 6月 6日（金） 習志野台第一小学校 130人 

塚田地区（自主開催） 令和 7年 9月 18日（木） イオンモール船橋 74人 

湊町地区（自主開催） 令和 7年 11月 20日（木） ノテ南船橋 46人 

合 計 参 加 者 数 250人 
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（５）地域ケア会議推進事業 

①地域ケア会議を主体とした講演会 

地域づくりの一環として、また地域ケア会議の普及啓発を目的として、地域ケア会議が主体と

なり市民向けの講演会を開催した。 

令和 7年度は 18地区において 18 回の講演会等を開催した。 

 

地区名 開催日 講演内容 

夏見 令和 7年 11月 28日(金) 不測の事態に備え、人生ノートの書き方を学

ぶ 

高根台 令和 8年 2月 28日(土) 「地震への備え」自助、互助、共助ですべき

こと 

薬円台 令和 7年 12月 2日(火) 孤立化を防ぐ地域ネットワークづくり 

前原 令和 8年 3月 7日(土) 「最期まで自分らしく生きるために」～加齢

に伴う病気や認知症になっても大切に生き

る～ 

三山・田喜野井 令和 7年 11月 22日(土) 「みんなのみたなら 認知しよう！」 

習志野台 令和 7年 12月 1日(月) 「地域課題を解決できる地域をつくるため

に」 

葛飾 令和 7年 10月 28日(火) 認知症になっても「自分らしい生活を続

けるために」 

～ゲーム感覚で体験する「人生会議」～ 

中山 令和 7年 11月 26日(水) これまでのこと これからのこと  

～大切な人に思いを伝えるエンディングノ

ート～ 

塚田 令和 8年 2月 25日(水) 薬の使い方や副作用、在宅における薬剤師

の役割について学ぶ 

法典 令和 7年 10月 25日(土) 地域における緩やかな繋がりとサポート体

制を共有し、新たな取り組み（チームオレ

ンジ体制づくり）へと展開していく 

宮本 令和 8年 1月 29日(木) 「終活―何を準備する？私と家族の今後に

備える」 

本町 令和 7年 11月 27日(木) 終活について考えよう 

三咲 令和 7年 11月 19日(水) 「高齢者を狙う悪徳商法から身を守るため

には」 

松が丘 令和 7年 11月 27日(木) 「フレイルなんてフレ～ッと吹き飛ばせ 

～お口から始める健康長寿～ 

大穴 令和 8年 3月 25日(水) 「いまからでも遅くない！お金をかけずに

できるお口の健康」 

二和 令和 7年 10月 21日(火) 口腔！運動！全身で介護予防しよう！  

～健康寿命を延ばして元気になろう～ 

八木が谷 令和 8年 2月 6日(金) フレイル！フレイル！フレイル！～楽しい

毎日を過ごすために～ 

豊富 令和 7年 6月 14日(土) 知っておきたい薬の話～薬局の活用法～ 
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②自立支援ケアマネジメント検討会議 

介護予防ケアプランの自立支援強化を図り、高齢者の QOL（生活の質）の向上につなげるため、

理学療法士、作業療法士等の専門職で構成される自立支援ケアマネジメント検討会議を開催し、

多職種（8 職種及び生活支援コーディネーターが助言者として参加）の視点からケアマネジャー

への助言を行った。また、令和７年度より該当地区の地域資源の強み弱み等を共有する時間を設

けている。 

なお、本事業は、リハビリテーション専門職の同行訪問事業（介護予防・日常生活支援総合事

業における地域リハビリテーション活動支援事業）と連動させて実施した。 

 

○開催状況 

 R5年度 R6年度 R7年度 

開催回数 24回 24回 24回 

検討事例数 36事例 29事例 24事例 

  

３．指定介護予防支援事業 
要支援 1、2 と認定された者に対する介護予防支援を実施した。また、その業務の一部を居宅介護

支援事業所に委託して実施した。 

なお、委託料は、1 件につき 1か月 4,791 円、初回加算分は 3,252 円、委託連携加算は 3,252円で

ある。 

 

○実績 

 R5年度 R6年度 R7年度 

介護予防ケアプランの作成数 22,916件 24,041件 26,721件 

うち委託した数 15,096件 15,253件 17,297件 

委託率 65.9％ 63.4％ 64.7％ 

 

○センター別内訳（直営地域包括支援センター） 

 中部 東部 西部 南部 北部 計 

介護予防ケアプランの作成数 2,116件 1,998件 1,482件 2,082件 2,525件 10,203件 

うち委託した数 1,005件 943件 639件 889件 1,338件 4,814件 

委託率 47.5％ 47.2％ 43.1％ 42.7％ 53.0％ 47.2％ 

 

○センター別内訳（委託地域包括支援センター） 

 新高根・芝

山、高根台 
前原 

三山・ 

田喜野井 
習志野台 塚田 

介護予防ケアプランの作成数 2,564件 1,637件 1,974件 1,726件 1,527件 

うち委託した数 2,063件 1,454件 1,592件 1,508件 966件 

委託率 80.5% 88.8% 80.6% 87.4% 63.3% 

 
 

 
法典 宮本・本町 

二和・ 

八木が谷 
豊富・坪井 計 

介護予防ケアプランの作成数 1,865件 1,660件 2,589件 976件 16,518件 

うち委託した数 1,269件 1,301件 1,659件 671件 12,483件 

委託率 68.0% 78.4% 64.1% 68.8% 75.6% 

 


